
大 槌 町 復 興 ま ち づ く り 懇 談 会 
                  

【町外開催場所】 

遠野市：7 月 28 日（土） 

紫波町：7 月 31 日（火） 

北上市：7 月 31 日（火） 

盛岡市：8 月 2 日（木） 

花巻市：8 月 3 日（金） 

 

次  第 

 

１．開 会 

２．町長あいさつ 

３．担当職員の紹介 

４．全体説明（復興事業の概要説明） 

（1）土地利用の方針について 

（2）防災集団移転促進事業、土地区画整理事業、災害公営住宅整備事業 

（3）支援措置と住宅再建に係る資金シミュレーション 

５．地域別懇談会 

（1）各地域の復興まちづくりに伴う事業計画（案）について 

（2）事業スケジュール（被災地買上げ、高台移転の流れ等） 

（3）質疑応答・意見交換会 

６．住宅再建に関する意向調査 

７．閉 会 

 

 

【資 料】 

大槌町復興まちづくり懇談会（町外開催） 

会議次第、出席者名簿、メモ欄、問い合わせ先・・・・・・・１～3P 

土地利用の方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4～9Ｐ 

    防災集団移転促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9～10Ｐ 

    土地区画整理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１Ｐ 

    災害公営住宅整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・12～16P 

    支援措置と住宅再建に係る資金シミュレーション ・・・・17～20Ｐ 

     

1



 

【出席者名簿】 

機 関 名 職 名 出席者氏名 

大 槌 町 

町長 碇 川   豊 

副町長  石 津 健 二 

地域整備部長  土 橋 清 一 

都市整備課長  川 野 重 美 

復興推進室長 那 須   智 

都市整備課 都市計画班長 西 迫 三千夫 

都市整備課 市街地再生班長 赤 嶺   斉 

都市整備課 区画整理班長 小 林   武 

管理用地課 建築住宅班長 三 浦 伸 夫 

 

【住宅再建に関する個別意向調査対応職員】 

地 区 名 担   当 

町方 
大槌町地域整備部都市整備課 区画整理班 

沢山 

小枕・伸松 

大槌町地域整備部都市整備課 市街地再生班 安渡 

赤浜 

吉里吉里 
大槌町地域整備部都市整備課 都市計画班 

浪板 

その他の地区 大槌町地域整備部管理用地課 建築住宅班 

全地区 

大槌町復興局復興推進室 復興推進班 

㈱東京建設コンサルタント  

日本測地設計㈱            

㈱邑計画事務所            

ＵＲ都市機構 岩手震災復興支援局       

 

2



メモ欄  

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

 

                                         

  

                                         

 

                                         

  

                                         

 

 

【問い合わせ先】 

 問い合わせの内容 担当課・室 電 話 

1 
懇談会の運営、復興基本計画・

実施計画 
復興推進室 0193－42－8714 

2 
各地域の復興まちづくり、住宅

再建に関する個別意向調査 
都市整備課 0193－42－8723 

3 災害公営住宅 管理用地課 0193－42－8719 
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大 槌 町
復 まちづく 懇談会

大 槌 町
復 まちづく 懇談会復興まちづくり懇談会復興まちづくり懇談会

大槌町復興局大槌町復興局 復興推進室復興推進室大槌町復興局大槌町復興局 復興推進室復興推進室
平成平成2424年年77月月平成平成2424年年77月月

1

土地利用の方針について
基本方針

住居系建築物の建設は、今回と同程度の津波に対して、防潮

土地利用の方針について

堤整備のほか、嵩上げ、盛土など基盤整備により、浸水が想定
されない区域とします。

◎：設置が望ましい区域 ○：設置可能区域 △：一定の条件を考慮したうえで設置可能区域
×：原則として設置してはならない区域

区分 
今次 

浸水外 

今次浸水範囲のうち想定浸水 
防潮堤外 

浸水なし 浸水あり浸水なし 浸水あり 

住居系 ◎ ○ × × 

公共系 ◎ ○ × × 

※住居系 住宅 病院 福祉施設等の居住を伴うもの

業務系 ○ ○ ○ △ 

 津波浸水想定区域外 津波浸水想定区域 

※住居系：住宅、病院、福祉施設等の居住を伴うもの
※公共系：役場庁舎、地区公民館、学校等（避難所等兼）の災害対策の拠点となるもの
※業務系：商業、流通、生産、加工施設、漁港、漁港関係施設等の居住を伴わないもの
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１ 大槌湾 （町方・安渡・赤浜・小枕・伸松）

津波浸水シミュレーション

１．大槌湾 （町方・安渡・赤浜・小枕・伸松）

3

２ 船越湾 （吉里吉里）

津波浸水シミュレーション

２．船越湾 （吉里吉里）
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３ 船越湾 （浪板）

津波浸水シミュレーション

３．船越湾 （浪板）

5

１ 津波浸水想定区域外
土地利用規制

①嵩上げなどの事業を実施する地域

１．津波浸水想定区域外

①嵩上げなどの事業を実施する地域
土地区画整理事業等の計画区域に事業導入までの一定

の期間、住居等の建築を制限するため、「被災市街地復興
推進地域」に指定。推進 域」 指定。

また、今次の津波浸水区域外でも、一体的な整備が必要
と判断される場合 同地域に指定しております。と判断される場合、同地域に指定しております。

②事業が予定されない地域
建築行為の自粛要請は解除（桜木町・花輪田・源水・大ケ
口・迫又地区など）。迫又地区など）。
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２ 津波浸水想定区域
土地利用規制

①防災集団移転促進事業の対象地域とし、「移転促進区域」

２．津波浸水想定区域

に指定します。

②移転促進地域 定期 住 等建築制限 ため 「被②移転促進地域に一定期間、住居等建築制限のため、「被

災市街地復興推進地域」に指定 ただし 面的整備を明災市街地復興推進地域」に指定。ただし、面的整備を明

らかに予定しない地域を除くらかに予定しない地域を除く。

③さらに、移転促進区域を「災害危険区域」に指定。災害危

険区域は、住居の立地が禁止されることから、住民意向

を十分に配慮します。
7

１ 被災時の状況
土地利用と事業メニューの考え方

１．被災時の状況

大槌町の場合、最大
で標高24.5ｍの地点
まで津波が遡上まで津波が遡上
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２ 津波浸水シミュレーションによる事業手法の検討①

土地利用と事業メニューの考え方

２．津波浸水シミュレーションによる事業手法の検討①

9

３ 津波浸水シミュレーションによる事業手法の検討②

土地利用と事業メニューの考え方

３．津波浸水シミュレーションによる事業手法の検討②
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４ 地域別事業概要
土地利用と事業メニューの考え方

４．地域別事業概要

凡  例 

 

移転促進区域    移転促進区域 

    土地区画整理事業区域 

    被災市街地復興推進地域 

11

防災集団移転促進事業

１ 防災集団移転促進事業の概要
災害が発生した地域または、災害危険区域（建築基準法第39条）のうち、住民
居住が適当 はな と認められる 域内 住居を高台等 安全な住宅団地 集

１．防災集団移転促進事業の概要

の居住が適当ではないと認められる区域内の住居を高台等の安全な住宅団地へ集
団移転させるための促進事業です。

住宅の集団移転先として、町が高台や造成地などに住宅団地を整備し、被災

住宅団地

された町民の皆さんに譲渡または賃貸します。

移転促進区域

住宅団地

以前住んでいた場所は 移転促進区以前住んでいた場所は、移転促進区
域に指定され、商工業用地や公園と
しての利用はできますが、住宅の立
地はできなくなります地はできなくなります。

12
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防災集団移転促進事業

２ 事業の流れ
住民の皆さんの合意が得られ、移転促進区域に設定された後に、以下の流

２．事業の流れ

① が「 転 住宅

れで事業を進めます。

①町が「移転先住宅団
地」の用地を取得造成 ④移転者が住居移転

②町が「移転促進区域」内
の住宅地等を買取り

工場、店舗、会社は
対象外

③移転者が新しい住宅団
地の土地を購入または 土地の買い取り価格・・・

対象外

地の土地を購入または
賃借し、住宅を建設

土地の買い取り価格・・・
土地売買契約時点の不動産鑑定評価により決定

13

防災集団移転促進事業

３ 移転先の宅地について

町が集団移転先の用地を取得し 住宅団地を造成します 住宅団地の造成にあ

３．移転先の宅地について

・町が集団移転先の用地を取得し、住宅団地を造成します。住宅団地の造成にあ
たっては、町が道路や上下水道等のライフラインを整備します。

・農業や漁業従事者の共同作業所や倉庫などの整備も併せて行うことができます。農

町が新しく造成した土地を するか するかを選択することができます。借地購入

戸あたり 宅地 積は 均一戸あたりの宅地面積は平均

が上限となります。３３０㎡（約１００坪）

※「代替地」ではないため、震災時点の宅地と同等の
坪数を取得できるとは限りません。坪数を取得できるとは限りません。

14
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土地区画整理事業

１ 土地区画整理事業の流れ
事業区域の地権者の皆さんが、それぞれ自分の土地の一部を提供しあって、

１．土地区画整理事業の流れ

道路や公園などの公共施設用地を確保（※1）し、かつ自らの土地の区画を整

理もしくは別の場所に移転するなどして、区域全体を適正な土地利用となるよ

う整理していく（※2）事業手法です。

※1 道路や公園などの公共施設の整備のために必要 な公共用地 は、

地権者から土地の一部を提供して頂くことになります。

これにより土地が減少すること を減歩（げんぶ）といいます。

※2 道路・公園等の公共施設の整備に合わせて、個々の宅地を再配置※2 道路 公園等の公共施設の整備に合わせて、個々の宅地を再配置

するため、その形や面積、位置などが変わります。

区画整理後に再配置される宅地を「換地」といいます区画整理後に再配置される宅地を「換地」といいます。

15

土地区画整理事業

２ 減歩と換地（イメージ）
【土地区画整理前】 Ａさんの

土地区画整理前の土地

２．減歩と換地（イメ ジ）

B
Ｅ

Ａさん

Ｄ
Ｃ 換 地

減 歩

Aさんに返す
土地区画整理後の宅地

Aさんの
減歩される土地

【土地区画整理後】
保

Ａさん

B
Ｅ

保
留
地

道路や公園へ（公共減歩）ＤＣ
公園

売却して事業資金の一部となる保留地へ（保留地減歩）

16
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災害復興公営住宅整備事業

【災害 営住宅 】【災害公営住宅とは】

災害により、住宅を失い、自ら住宅を確保することが災害により、住宅を失い、自ら住宅を確保することが
困難な方に対して、安定した生活を確保してもらう
ため 県または町が建設して賃貸する公営住宅ため、県または町が建設して賃貸する公営住宅。

【入居条件】【入居条件】
①り災内容が半壊以上。ただし、半壊の場合は通常の

修復が困難で解体を余儀なくされた場合に限る修復が困難で解体を余儀なくされた場合に限る。
または、
②被災地における市街地事業（区画整理事業など）

にかかわる方。にかかわる方。

17

災害公営住宅の建設計画について

整備戸数
岩手県整備500戸岩手県整備500戸
大槌町整備480戸 合計980戸大槌町整備 戸

建物の構造と規模建物の構造と規模
・戸建て、長屋タイプは、主に木造2階建て程度
・集合タイプは 主に鉄筋コンクリート造・集合タイプは、主に鉄筋コンクリート造、

5階建て程度。

18
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災害公営住宅の建設予定について

○平成24年度建設着工場所
大槌町建設 大ケ口 屋敷前地区に合わせて100戸程度大槌町建設 大ケ口、屋敷前地区に合わせて100戸程度
岩手県建設 吉里吉里給食センター隣に34戸

○今後の建設予定○今後の建設予定
大槌町建設 大ケ口二丁目地区50戸、柾内地区13戸、大槌町建設 大ケ口 丁目地区50戸、柾内地区13戸、

三枚堂地区27戸
岩手県建設 大柾橋下流90戸 大槌中学校跡地120戸岩手県建設 大柾橋下流90戸、大槌中学校跡地120戸

※町方、安渡、赤浜、吉里吉里、浪板地区なども都市整備
事業と調整が きしだい建設していきます 戸数に き事業と調整がつきしだい建設していきます。戸数につき
ましては予定戸数です。建設用地の大きさ、住宅タイプ
などにより変更する可能性があります。

19

災害公営住宅モデルプラン①

（長屋タイプ）

４１㎡（１２坪） ５０㎡（１５坪）

20
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災害公営住宅モデルプラン②

（長屋タイプ）

６６㎡（２０坪） ８３㎡（２５坪）
21

【参考】 一般の公営住宅の家賃の算定例①

災害公営住宅の家賃は、まだ決まっていません
一般的な公営住宅家賃の計算の例般的な公営住宅家賃の計算の例

【ケース1】
・４人世帯（夫婦 子供２人（１５歳以下））４人世帯（夫婦、子供２人（１５歳以下））
・世帯収入 ５００万円（夫３００万円、妻２００万円）
・６４m2（１９坪）新築・６４m （１９坪）新築

家賃：５３，６００円／月
災害公営住宅は、低所得者への家賃低減措置を予定しています。
公営住宅の家賃は、世帯所得・扶養家族・築年数等により変化しま公営住宅の家賃は、世帯所得 扶養家族 築年数等により変化しま
す。

22
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【参考】 一般の公営住宅の家賃の算定例②
災害公営住宅の家賃は、まだ決まっていません
一般的な公営住宅家賃の計算の例

【ケース２】
人世帯（夫婦 子供 人（ 歳以下））・３人世帯（夫婦、子供１人（１５歳以下））

・世帯収入 ３００万円（夫のみ）
（ 坪）新築・６４m2（１９坪）新築

家賃：３１，０００円／月

災害公営住宅は、低所得者への家賃低減措置を予定しています。
営住宅 家賃 世帯所得 扶養家族 築年数等 変 ま公営住宅の家賃は、世帯所得・扶養家族・築年数等により変化しま

す。 23

【参考】 一般の公営住宅の家賃の算定例③
災害公営住宅の家賃は、まだ決まっていません
一般的な公営住宅家賃の計算の例

【ケース３】
・老齢夫婦２人世帯老齢夫婦２人世帯
・世帯収入 ２００万円

（夫年金１５０万 妻年金５０万円）（夫年金１５０万、妻年金５０万円）
・５４m2（１６坪）新築

家賃：１９ ０００円／月家賃：１９，０００円／月
災害公営住宅は、低所得者への家賃低減措置を予定しています。

営住宅 家賃 世帯所得 扶養家族 築年数等 変 ま公営住宅の家賃は、世帯所得・扶養家族・築年数等により変化しま
す。 24
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【参考】一般の公営住宅の家賃の算定例④
災害公営住宅の家賃は まだ決ま ていません災害公営住宅の家賃は、まだ決まっていません
一般的な公営住宅家賃の計算の例

【ケース４】
老齢単身世帯・老齢単身世帯

・世帯収入 １５０万円（年金１５０万）
４５ 2（１４坪）新築・４５m2（１４坪）新築

家賃：１６，０００円／月

災害公営住宅は、低所得者への家賃低減措置を予定しています。
営住宅 家賃 世帯所得 扶養家族 築年数等 変 ま公営住宅の家賃は、世帯所得・扶養家族・築年数等により変化しま

す。 25

今後の検討事項今後の検討事項
家賃の低廉化と負担軽減措置について

地域コミュニティを考慮した入居募集方法地域コミュニティを考慮した入居募集方法

災害公営住宅の払い下げなど災害公営住宅の払 下げなど

詳細が確定しましたら ホ ムペ ジや広報等で詳細が確定しましたら、ホームページや広報等で
お知らせします。

26
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(1)(1)防災集団移転促進事業防災集団移転促進事業の支援措置の支援措置
移 住宅 支援措置
転
先

住宅
再建方法 土地

買取り
土地売却

所得の特例
生活再建
支援金*①

県再建支援
事業費

災害復
興融資

引越し
費用

利子補給
(国)

町 ケース①町
の
住

ケース①
土地購入・住宅再建

● ● ● ● ● ● ●

ケース②
● ● ● ● ● ● ●宅

団
地

ケ ス②
土地貸借・住宅再建

● ● ● ● ● ● ●

ケース③
● ● － － － ● －地

災害公営住宅
● ● ●

民
間

ケース④-1
土地購入 住宅再建

● ● ● ● ● ● －
間
造
成

土地購入・住宅再建
● ● ● ● ● ●

ケース④-2
賃貸住宅に入居

● ● ▲*② － － ● －
成
地
等

賃貸住宅に入居

ケース④-3
親戚等の家に同居

● ● － － － ● －

*①：200万円(単身世帯は150万円) *②：賃貸住宅は50万円(単身・賃貸住宅は37.5万円)

27

(2)(2)住宅再建に係る資金シミュレーション住宅再建に係る資金シミュレーション
【【前提条件前提条件】】【【前提条件前提条件】】

1)住宅の建築費は1 500万円と仮定（約30坪）1)住宅の建築費は1,500万円と仮定（約30坪）

2)土地の売買面積は、70坪) 買 積 、

3)ローンは20年または35年で据え置き期間は無し

4)土地 売買は場所により異なる4)土地の売買は場所により異なる

ここでは以下の3パターンで設定ここでは以下の3パタ ンで設定

1 売却額＜購入額・・・・ケース①ｰ1

2 売却額＞購入額・・・・ケース①-2

3 売却額＝購入額・・・・ケース④3 売却額＝購入額・・・・ケース④

28
17



防集事業：防集事業：①町が造成する土地を購入する場合①町が造成する土地を購入する場合

ケース①-1 須賀町（85,000円/坪）の土地を売却し、町方の
区画整理区域内の造成地（92,000円/坪）を購入区画整理区域内の造成地（ , 円/坪）を購入

必要経費 土地購入費 644万円 9.2万円/坪×70坪

住宅建築費 1 500万円住宅建築費 1,500万円

収入 土地売却益 595万円 8.5万円/坪×70坪

支援金等 300万円支援金等 300万円

借入金 住宅ローン 1,249万円 注意：土地の単価は
試算上の 例です

【ローン返済例】

３５年ロ ンで借入・・・返済：約３６ ０００円/月

試算上の一例です

３５年ローンで借入・・・返済：約３６，０００円/月
※利子：約２２５万円は相当額を補給

返済 約５７ ０００円/月２０年ローンで借入・・・返済：約５７，０００円/月
※利子：約８６万円は相当額を補給 29

防集事業：防集事業：①町が造成する土地を購入する場合①町が造成する土地を購入する場合

ケース①-2 栄町（66,000円/坪）の土地を売却し、
寺野の造成地（52,000円/坪）を購入寺野の造成地（ , 円/坪）を購入

必要経費 土地購入費 364万円 5.2万円/坪×70坪

住宅建築費 1 500万円住宅建築費 1,500万円

収入 土地売却益 462万円 6.6万円/坪×70坪

支援金等 300万円支援金等 300万円

借入金 住宅ローン 1,102万円 注意：土地の単価は
試算上の 例です

【ローン返済例】

３５年ロ ンで借入・・・返済：約３２ ０００円/月

試算上の一例です

３５年ローンで借入・・・返済：約３２，０００円/月
※利子：約１９８万円は相当額を補給

返済 約５１ ０００円/月２０年ローンで借入・・・返済：約５１，０００円/月
※利子：約７６万円は相当額を補給 30
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防集事業：防集事業： ②町から土地を借りる場合②町から土地を借りる場合

ケース② 栄町（66,000円/坪）の土地を売却し、土地は賃貸

必要経費 土地貸借費 月々●千円 別途必要必要経費 土地貸借費 月々●千円 別途必要

住宅建築費 1,500万円 30坪

収入 土地売却益 462万円 6 6万円/坪×70坪収入 土地売却益 462万円 6.6万円/坪×70坪

支援金等 300万円

借入金 住宅借入金 住宅ローン 738万円
注意：土地の単価は

試算上の 例です
【ローン返済例】

３５年ロ ンで借入・・・返済：約２２ ０００円/月

試算上の一例です

３５年ローンで借入・・・返済：約２２，０００円/月
※利子：約１３３万円は相当額を補給

返済 約３４ ０００円/月２０年ローンで借入・・・返済：約３４，０００円/月
※利子：約５１万円は相当額を補給 31

防集事業：防集事業：④民間が造成する土地を購入④民間が造成する土地を購入

ケース④ 栄町（66,000円/坪）の土地を売却し、
民間の造成地（66,000円/坪）を購入民間の造成地（ , 円/坪）を購入

必要経費 土地購入費 462万円 6.6万円/坪×70坪

住宅建築費 1 500万円住宅建築費 1,500万円

収入 土地売却益 462万円 6.6万円/坪×70坪

支援金等 300万円支援金等 300万円

借入金 住宅ローン 1,200万円 注意：土地の単価は
試算上の 例です

【ローン返済例】

３５年ロ ンで借入・・・返済：約３５ ０００円/月

試算上の一例です

３５年ローンで借入・・・返済：約３５，０００円/月
※利子：約２１６万円の補給はありません

返済 約５５ ０００円/月２０年ローンで借入・・・返済：約５５，０００円/月
※利子：約８２万円の補給はありません32
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(3)(3)土地区画整理事業土地区画整理事業の支援措置の支援措置

住宅
再建方法

支援措置

土地 生活再建 県再建支 災害復興 引越し 利子
再建方法 買取り 支援金

(*)
援事業費 融資 費用 補給

(国)

⑤ケース⑤
換地後に住宅建築 － ● ● ● － －

ケース⑥
災害公営住宅 － － － － － －

*：200万円（単身世帯は150万円）

33

(4)(4)住宅再建に係る資金シミュレーション住宅再建に係る資金シミュレーション
土地区画整理事業土地区画整理事業：：土地区画整理事業土地区画整理事業：：
⑤土地区画整理区域内で換地後の土地に住宅を再建⑤土地区画整理区域内で換地後の土地に住宅を再建
必要経費 土地購入費 －

住宅建築費 1,500万円

収入 土地売却益 － 町による土地の買取りはありません

支援金等 300万円

【ローン返済例】

借入金 住宅ローン 1,200万円
【ロ ン返済例】

３５年ローンで借入・・・返済：約３５，０００円/月
※利子：約２１６万円の補給はありません※利子：約２１６万円の補給はありません

２０年ローンで借入・・・返済：約５５，０００円/月
※利子：約８２万円の補給はありません

※引っ越し代の補助はありません 34
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